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小課題番号3.1-6


都市建築ストックマネジメントに向けた建築資材の輸送形態分析

    環境影響，建築資材，輸送形態，システム境界　　　　　　　　　　田村雅紀＊，名知洋子＊＊　，鈴木道哉＊＊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．研究の背景と目的

　国内では，1997年に京都で開催された第３回気候変動条約締約国会議(COP3)で京都議定書が採択されて以来，二酸化炭素（以下，CO2）削減に向けた産業分野別の競争的取り組みが重視されており，建築業では建築物のライフサイクルの各段階を意識した二酸化炭素排出量の削減が強く求められている1)2)。それは，建物の施工段階から，最終的に震災被害等で滅失した場合までの時間的範囲が対象となる。

　輸送段階に限った場合，国内では，建設資材となる原料や製品（部材）は，原料産地や製造工場などから，小口で多回数の輸送を伴い供給されることが数多くあり，地理的影響の問題により輸送時環境負荷を増大させている可能性がある3)-5)。一方で，建築物は，躯体材料に加え，内外装材や建築部品を多種多様に用いるため，原材料や製品を，最終的な消費地に輸送する経路・形態は，建築物の用途・規模・構造形式をはじめ，原料の加工度ならびに製品（部材）特性への依存性が高いといえる。

　さらに昨今は，地球温暖化対策に向けた政策的な枠組み6)-9)をはじめ，食料分野でのFood Miles10）や，木材分野でのWood Miles11)など，製品群の輸送時環境影響を指標化する動きや，地産地消を重視する自発的取り組みが活発になりつつあり，政策技術の先導も期待できる状況であることから，建築生産全体の輸送時環境負荷の削減に向けて，時間的・地理的影響を踏まえた建築資材の環境影響要因に対する出入力情報(Input/Output)に関する体系的な整理を行う必要がある。

　本研究では，以上を鑑み，実構造物の生産プロセスを考慮した建築資材の輸送形態に関する事前調査の後に，都市圏を中心に着工件数が多い鉄骨造建築物のうち，東京都江東区で実施工された建築物を対象に，建築生産プロセスを考慮した建築資材の輸送形態に関わるシステム境界を設定した上で，資材の輸送経路，輸送手段，荷姿，積載量に関わる実態調査（調査①～③）を行なう。そして，建築物の躯体から仕上材を含めた大部分の資材を対象に，材料調達から現場施工の段階に至るまでの輸送形態が輸送時環境負荷に及ぼす影響を評価するための基礎資料を得ることを目的とする。

２. 研究概要

2.1 調査の流れ
　表１に本研究における調査概要を示す。昨今の建築物着工状況を踏まえるために，事前調査として，総合建設業により所定期間に実施工された建築物（777件）の建設地，構造種別等の特性分析を行う。
続いて，調査①では，表２に示す実際に施工された鉄骨造建築物（以下，モデル建物）に関して，事前調査より得られた，施工数量の多い資材（躯体工事の5資材，仕上工事の31資材）より，実際に現場に輸送され施工された材料・製品の種類を見積書類により特定した。

調査②では，調査①の結果を受け，専門工事業者へのヒアリング調査を通じて，各建築資材の輸送方法を複数種類に分類・特定した。

調査③では，同様の方法で，当該資材の輸送状態（資材の原材料・製品状態，輸送経路，荷姿の積載状態・積載量など）を分析した。

表１　建築資材の輸送形態に関する調査概要

	項目
	内容

	事前調査
	平成15～19年に実施工された建築物（全777件）の用途，建設地，構造種別，建築規模（床面積，階数等）の特性分析

	評価対象

建築物
	事前調査を踏まえ，特定の鉄骨造建築物（東京都江東区内建設地，2009年建築工事完了）を対象とし，①建築資材の種類（躯体工事，仕上工事），②輸送手段・経路，③荷姿・積載量(m2/m3)をヒアリング・実態調査を実施

	実調査①

（資材種類）
	建設資材分類（大分類：構造躯体，仕上材，中分類：適用部位，資材名：建築材料・製品名）をもとに，対象建物における材料・製品の適用実態を調査（躯体工事：5資材，仕上げ工事：31資材より選択）

	実調査②

（輸送方法）
	実調査①を踏まえ，専門事業者へのヒアリング調査により，実際に使用された各建築資材の輸送手段注（車両種類と積載量）と輸送経路（工場から現場ほか）による輸送方法を調査 

	実調査③

（輸送状態）
	実調査②を踏まえ，専門事業者へのヒアリング・現場調査により，実際に使用された各建築資材の輸送状態（資材の原材料・製品状態，輸送経路，荷姿の積載状態・量など） 


注）陸上輸送（2，4，10，15，20ｔトラック），海上輸送（フェリー，コンテナ船）
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

＊工学院大学工学部建築都市デザイン学科・准教授　＊＊ 清水建設（株）技術研究所

2.2 モデル建物の資材調達から施工段階までの環境管理に関わるシステム境界分析

　表３に本研究で取り扱った建築資材の環境管理に関わるシステム境界分析結果を示す。システム境界(System boundary)については，ISO 14044:2006 Environmental management12)にその考え方が示され，ライフサイクルアセスメントの実施に不可欠であり，Life cycle stages, Processes, Inputs or outputsの要因分析が重要となる。一方，建設活動は，ISO14000 seriesの目的である組織活動とその製品・サービスに関する環境マネジメントとは相違する建設活動特有の内容も踏まえる必要があることから，システム境界条件をA～Gの項目に分類し，建築物の特性を踏まえた分析を試みた。結果，モデル建物に使用される建築資材の輸送形態が及ぼす環境影響を分析するために，実際の施工業者が必要となるシステム境界条件とその要因が明らかになった。その上で，本研究では，製品（部材）工場に，加工度の低い「資材の原料(M1)」と加工度の高い「製品の原料(M2)」を輸送する原料供給段階（以下，原料サプライ(S)）と，施工現場に直接製品（部材）を輸送する場合(P1)と保管倉庫を介して輸送する場合(P2)（以下，製品サプライ）に区分し，建築資材のインプット(In)/アウトプット(Out)の情報を取得・確認し，調査①～③に基づく各種建築資材の種類，輸送方法ならびに輸送形態に関する分析・評価を行った。

表２　対象建築物の概要
	項目
	内容

	属性
	鉄骨造（Ｓ造）地下1階・地上8階（延床面積4,163m2）

	場所・用途
	東京都江東区・事務所ビル

	屋根
	アスファルト防水押えコンクリート（外断熱）

	外壁
	アルミカーテンウォール，鋼板サンドイッチパネル

	内装仕上
	タイルカーペット，OAフロア,軽鉄間仕切石膏ボード，ビニールクロス仕上げ，システム天井600角

	概要図
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表３　本研究で取り扱った建築資材の環境管理に関わるシステム境界の枠組み

	ｼｽﾃﾑ境界条件
	内容
	境界条件の例／本研究で考慮される範囲（右枠）

	A：技術的境界

(ライフサイクル
の決定)
	新規および既存建物を含め，「天然資源」を採掘し，「原料」とした後に，「製品（部材）」を製造して「建物」の全体およびその一部となり，やがて解体処理される基本的な流れがある。評価対象とするライフサイクルの各段階を設定し，「製造者」等におけるインプットとアウトプットの要因を設定する必要がある。
	A1：資源採掘→原料製造（原料製造段階）

A2：原料製造→製品生産（製品製造段階）

A3：製品生産→建物施工（施工段階）

A4：建物施工→建物維持（供用段階）
	A2

A3

	B：技術的境界
(ライフサイクル

の移行)
	新規および既存建物を含め，「新規建物」を一定期間使用した後，改修等を前提とした用途変更により，「改修建物」として新たな性能水準が確保され，再び別のライフサイクルを開始する場合があり，単一・複数のライフを設定する必要がある
	B1：単一ライフサイクル
B2：複数ライフサイクル
	B1

	C：技術的境界
(技術フェイズ
の変化)
	新規および既存建物を含め，ライフサイクルの各段階において，複数の技術・システムの実行による局面（フェイズ）が生じるようになる。原料製造から建物の施工段階に着眼した場合，原料・製品の技術段階にも変化が生じるようになる。
	C1：原料ﾌﾟﾗﾝﾄ→製品原料工場（ｾﾒﾝﾄ）

C2： 　同上　→製品工場（二次部材）

C3：　 同上　→建設現場（埋込材）

C4： 製品工場→保管倉庫（型枠）

C5：　 同上　→建設現場（ﾚﾐｺﾝ）
	C1

C2

C4

C5

	D：技術的境界
(技術フェイズ
の集約・分化)
	新規および既存建物を含め，ライフサイクルの各段階において生じるフェイズは，複数の技術・システムの集約や，分化を伴う場合がある。原料製造から建物の施工段階に着眼した場合，原料・製品供給の輸送形態にも変化が生じるようになる。
	D1：複数原料→単一製品（集約）

(再生骨材＋天然骨材→コンクリート)
D2：単一原料→複数製品（分化）
(アルミインゴット→サッシ，カーテンワォール)
	 D2

	E：時間的境界
（評価の開始・終了時期の決定)
	新規および既存建物を含め，時間境界における開始～終了時期を決定する必要がある。なお，開始時期は，採掘原料に有機炭素等の温室効果ガスが固定化されている場合はその固定量を排出量に対する削減分として位置づける方法があるが，固定時期が人間の寿命尺度を超える年数である場合（例；100年程度）はそれに含めないとする。
	E1：150年前～施工完了時期
(原料物質による100年以後のCO2固定量は考慮)

E2：50年前～施工完了時期
(原料物質による全期間中のCO2固定量を考慮)
E3：原料採取時期～施工開始時期
	E3

	F：地理的境界
(広域：国内外取引)
	新規および既存建物を含め，資源賦存量の有無，原料掘削の可否，生産地の遠隔化ならびに建設業の国際化対応などにより，実施される活動の地理的規模が拡大する場合がある。国内外引による原料・製品の輸出入を含めて考える。
	F1：国内原料採掘→国内原料輸送→国内製品化→

F2：国内原料採掘→国外原料輸送→国外製品化→
F3：国外原料採掘→国外製品化→国内製品輸送→

F4：国外原料採掘→国内原料輸送→国内製品化→
	F1

F2

F3

F4

	G：地理的境界
(狭域：場内外輸送)
	新規および既存建物を含め，原料採掘段階～施工段階までに，原料採取者，製造者，施工者など，多数の担い手が生じるようになる。担い手間の場外輸送は評価に含めるが，同一の担い手における場内の輸送は含めないなどの条件を設定する必要がある。
	G1：事業場外の輸送は評価する

G2：事業場内の輸送は評価しない

G3：事業場内外の全ての輸送を評価する
	G1

	モデル建物に関する本研究でのシステム境界
	内容
	システム境界の概念図

	
	1)原料供給段階
資材原料(M1)と製品原料(M2)を工場に輸送する段階までの資材In/Out情報（原料サプライ）

2)製品供給段階
製品（部材）を施工現場(P1)と保管倉庫(P2)に輸送する段階までの資材In/Out情報（製品サプライ）
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３．調査結果および考察
3.1 調査①－建築資材の種類
表４にモデル建物に使用された建設資材の一覧を示す。設計図書から建築概算コストを算出する見積部へのヒアリングにより比較的部材数量の多いものを抽出している（躯体工事5資材，仕上工事31資材）調査①では，この分類を踏まえ，モデル建物の施工現場に実際に輸送された建築資材を躯体工事5資材，仕上工事14資材を分類し，特定した。

3.2 調査②－建築資材の輸送手段と積載重量特性
表５，表６にモデル建物における資材輸送手段と積載重量特性を示す。調査①を踏まえ，専門工事業者へヒアリング調査を行ない，輸送手段は資材の形状・性質・積載量(重量と容積)により決定し，５種類程度に特定され，経路は建築資材を工場で製造（加工）して現場へ直送する資材(原料サプライ)と，建築資材を工場で製造（加工）し倉庫（港）を経由して現場へ輸送する(製品サプライ)の2タイプがある。

図１に資材輸送手段の特性比率を示す。実態調査a)より，4tトラックの使用が約6割と過半を占め，仕上工事に関しては７割以上が4tトラックで輸送された。現場が都心で，現場内の資材保管できず，工事工程の進捗状況に合わせ資材を輸送したといえる。b)より関東近県からの直送が過半を占めるが，内装・天井材の一部は，長距離輸送により，倉庫保管し，施工現場へは4tonトラックに積み替えて輸送していた。石材は，中国からの海外調達品であった。

3.3 調査③－建築資材の輸送形態

表７，図２に資材加工レベル別の荷姿等を示す。荷姿パターンは，「密閉」，「平積み」，「ユニット積み」，「平置き」の4つに分類され，その荷姿は，資材の加工レベル（原料，材料，製品，部材）に相関があり，荷姿と加工度の関係も示した。「密閉」は，製品形状が定められない「原料レベル」の状態であり，液状・粉末状で主に原料・製品工場に輸送され，セメントや混和材料が該当するが，レディーミクストコンクリートなども当てはまる。「平積み」は，断面寸法や厚みが定まった「材料レベル」の状態で，原料工場から製品工場にパレットで重ね積みされ輸送され，鉄筋，型枠，石膏ボード，ALC板などが該当した。「ユニット積み」は，形状寸法が定まった「製品レベル」の状態で，専用架台で製品工場から施工現場に輸送される。「平置き」は，製品が組立加工された「部材レベル」の状態で，荷台への平置きなどで輸送され，鉄骨本体などが該当した。平積み，ユニット積みで全体の8割を占めていた。

表４　モデル建物に使用された建築資材の一覧
	大分類
	中分類
	建築資材名（材料・製品・部材）
	モデル

	　躯体

　材料
	鉄筋

コンクリート
	コンクリート
	○

	
	
	型枠
	○

	
	
	鉄筋
	○

	
	鉄骨
	鉄骨本体
	○


	
	
	耐火被覆
	○

	　仕上

　材料
	屋根
	金属屋根
	－

	
	
	アスファルト防水
	○

	
	
	塗膜・塗布防水
	－

	
	外壁
	ＡＬＣ板
	○

	
	
	ＰＣ板
	－

	
	
	断熱サンドイッチパネル
	○

	
	
	タイル
	－

	
	
	石
	○

	
	建具
	アルミカーテンウォール
	○

	
	
	アルミサッシ
	－

	
	
	ガラスカーテンウォール
	－

	
	
	ガラス
	○

	
	
	スチールドア
	○

	
	
	シャッター
	－

	
	
	ステンレスドア＋ドアエンジン
	－

	
	
	木製建具
	－

	
	
	軽量スチールドア
	－

	
	床
	ＯＡフロア・フリーフロア・二重床
	○

	
	
	タイルカーペット
	○

	
	
	塩化ビニールシート
	○

	
	
	フローリング
	－

	
	内壁

・

天井
	軽鉄下地
	－

	
	
	石膏ボード
	○

	
	
	ケイ酸カルシウム板
	－

	
	
	ビニールクロス
	○

	
	
	岩綿吸音板
	－

	
	
	システム天井
	○

	
	什器
	トイレブース
	○

	
	
	ユニットバス
	－

	
	
	洗面化粧台
	－

	
	
	手摺
	－


備考）○：該当　－：該当せず

表５　モデル建物における資材輸送手段と車載重量特性

	種類
	装備の説明
	車載量

	
	
	4ton
	10ton
	15ton
	28ton

	平トラック
	荷台に側方のあおりがあるが，上部は無蓋で開放状態にある
	○
	○
	○
	－

	幌付

トラック
	平トラックに，水濡れ荷痛み防止用布・鋼製覆い荷台を持つ
	○
	○
	－
	－

	ユニック付

トラック
	荷扱い用となる小型クレーンが荷台に設置されている
	○
	○
	－
	－

	トレーラー
	車両自身に原動機を持たず，専ら牽引される車台を有する
	－
	－
	－
	○

	アジテータ車
	レディーミクストコンクリートを撹拌しながら輸送する
	－
	○
	－
	－

	コンテナ船
	45f（約13.7m），40f（約12m），20f（約6m）の貨物コンテナ
	－
	－
	－
	－


備考）○：該当　－：該当せず
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　　　　  a)車両重量比　　　　　　　　　  　b)資材輸送先
図１　モデル建物における資材輸送手段の特性比率
表６　モデル建物における資材輸送状態（経路，荷姿，積載量等）の実態調査結果

	大分類
	中分類
	資材名
	輸送手段
	主な輸送経路（原料産地・工場／製品工場／保管倉庫／施工現場(東京)まで）
	荷姿
	積載量等

	躯体

材料
	鉄筋

ｺﾝｸﾘｰﾄ
	コンクリート
	ミキサー（10t）
	骨材は茨城産・栃木産，セメントは原料工場（岩手）から搬入し，ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ（東京）を経由してレディーミクストコンクリート工場に直送
	密閉
	4.5m3/台

	
	
	型枠
	ユニック付

トラック（4t）
	原料（木材）を海外より搬入し，製品工場（千葉）で加工し，施工現場へ直送
	平置き
	－

	
	
	鉄筋
	トレーラー（28t）
	製品工場（栃木県）で製造し，施工現場へ直送
	平置き
	25.41ｔ/台

	
	鉄骨
	鉄骨本体
	平トラック（10t）
	原料（製鉄）を原料工場より搬入，製品工場（茨城）で加工し，施工現場へ直送
	平置き
	7ｔ/台

	
	
	耐火被覆
	平トラック（10t）
	原料（岩石）を原料工場より搬入，製品工場（長野）で加工し，施工現場へ直送
	平積み
	10,920m2/台

	仕上

材料
	屋根
	ｱｽﾌｧﾙﾄ防水
	平トラック（4t）
	ﾙｰﾌｫﾝｸﾞは製品工場（埼玉）から直送，ｱｽﾌｧﾙﾄ・断熱材は，工場（栃木）から直送
	ﾕﾆｯﾄ積み
	125m2/台

	
	外壁
	ＡＬＣ板
	平トラック（15t）
	原料（セメント，骨材など）を原料工場より搬入，製品工場（茨城県）から直送
	平積み
	200m2/台

	
	
	断熱ｻﾝﾄﾞｲｯﾁﾊﾟﾈﾙ
	平トラック（15t）
	製品工場（滋賀）から，施工現場へ直送
	ﾕﾆｯﾄ積み
	260m2/台

	
	
	石材
	コンテナ船
（20フィート）
	原料（岩石）を原料工場で採取および加工を施し，港（神奈川）まで航路輸送し，10tトラックで施工現場へ直送
	平積み
	18パレット
/コンテナ

	
	
	
	ユニック付

トラック（10t）
	
	平積み
	110m2/台

	
	建具
	ｱﾙﾐｶｰﾃﾝｳｵｰﾙ
	平トラック（4t）
	原料（押出成形品）を原料工場より搬入，製品工場（茨城）から施工現場へ直送
	平置き
	－

	
	
	ガラス
	平トラック（4t）
	原料（珪砂）を原料工場より搬入，製品工場（千葉）から施工現場へ直送
	ﾕﾆｯﾄ積み
	69.0m2/台

	
	
	スチールドア
	平トラック（4t）
	原料（鋼板）を原料工場より搬入，製品工場（群馬）から施工現場へ直送
	平置き
	57.6m2/台

	
	床
	ＯＡフロア
	平トラック（10t）
	原料（セメント等）を原料工場より搬入，製品工場（茨城）から施工現場へ直送
	ﾕﾆｯﾄ積み
	200m2/台

	
	
	ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ
	平トラック（4t）
	原料（ナフサ類）を原料工場より搬入，製品工場（埼玉県）から施工現場へ直送
	ﾕﾆｯﾄ積み
	760m2/台

	
	
	塩化ﾋﾞﾆｰﾙｼｰﾄ
	平トラック（4t）
	原料（ナフサ類）を原料工場より搬入，製品工場（埼玉県）から施工現場へ直送
	平積み
	1,300m2/台

	
	内壁

・

天井
	石膏ボード
	平トラック（4t）
	原料（せっこう）を原料工場より搬入，製品工場（千葉県）から施工現場へ直送
	平積み
	500m2/台

	
	
	ビニールクロス
	平トラック（4t）
	製品工場（愛知）から倉庫（東京）へ輸送，4ｔトラックで施工現場へ直送
	平積み
	1,800m2/台

	
	
	システム天井
	平トラック（4t）
	製品工場（岡山）から倉庫（神奈川）へ輸送，4ｔトラックで施工現場へ直送
	ﾕﾆｯﾄ積み
	69.12m2/台

	
	什器
	トイレブース
	幌付トラック（4t）
	製品工場（石川）から倉庫（東京）へ輸送，4ｔトラックで施工現場へ直送
	ﾕﾆｯﾄ積み
	40ブース/台


表７　モデル建物における資材加工レベル別の荷姿の特性分析

	タイプ
	密閉
	平積み
	ユニット積み
	平置き

	説明
	・液状・粉末状の資材

・密閉した状態で輸送
	・断面寸法（２次元）のみ決定資材

・重ね積みして輸送
	・形状寸法（３次元）決定資材

・専門のウマ台などに梱包して輸送
	・複数の製品がアセンブル済資材

・個別に梱包養生を施して輸送

	概念図
	[image: image6.emf]【側面】 【側面】 【側面】


[image: image7.emf]【後部面】

表５による積載量

　・１０ｔ

【後部面】

表５による積載量

　・１０ｔ



	[image: image8.emf]↑

パレット

【側面】

↑

パレット

【側面】

↑

パレット

↑

パレット

【側面】


[image: image9.emf]パレット

【後部面】

表５による積載量

　・４ｔ

　・１０ｔ

　・１５ｔ

パレット

【後部面】

表５による積載量

　・４ｔ

　・１０ｔ

　・１５ｔ


	[image: image10.emf]↑

専用ウマ台

【側面】

↑

専用ウマ台

【側面】

↑

専用ウマ台

↑

専用ウマ台

【側面】


[image: image11.emf]←専用

　ウマ台

【後部面】

表５による積載量

　・４ｔ

　・１０ｔ

←専用

　ウマ台

←専用

　ウマ台

【後部面】

表５による積載量

　・４ｔ

　・１０ｔ


	[image: image12.emf]←ウマ台

鉄骨

8475（全長：4tの場合）

【側面】

←ウマ台

鉄骨

8475（全長：4tの場合）

【側面】


[image: image13.emf]ウマ台→

【後部面】

表５による積載量

　・４ｔ

　・１０ｔ

　・２８ｔ

2255（全幅：4tの場合）

ウマ台→

【後部面】

表５による積載量

　・４ｔ

　・１０ｔ

　・２８ｔ

2255（全幅：4tの場合）



	加工度
	原料レベル
	材料レベル
	製品レベル
	部材レベル


[image: image14.emf]密閉

5%

平積み

42%

ユニット

37%

平置き

16%


図２　モデル建物における資材荷姿パターンの割合

以上より，資材の加工レベルと輸送手段には相関が考えられた。表８に資材荷姿パターンの立則条件を示す。荷姿は，積み荷の嵩密度と車両積載量との関係より，資材重量で積載限度が決まる「A(重量型)」と，資材容積で積載限度が決まる「B(容積型)」に分類される。資材の見かけの嵩密度αは積み荷固有の特性値であり，車両の最大積載限度βは車両固有の特性値とし，α≧βの関係が成立した場合，輸送形態は資材重量で決定され，α＜βの関係が成立した場合，資材の嵩密度で積載限度が決定される。

表９に各資材の嵩密度と荷姿パターン推定値を示す。資材ごとに輸送車両の寸法値と，実資料の寸法と重量値を用い（図面および写真判定による概算値を含む），見かけの嵩密度αβを求めた。αが１を上回る見かけの嵩密度が大きい資材は「A(重量型)」，αが0.5を下回るような資材は「B(容積型)」となる。実態調査により，「A(重量型)」と「B(容積型)」に資材の加工度により一定の傾向があるが考えられた。

図３にモデル建物の各資材の嵩密度と加工度との関係を車載量(28ton,15ton,10ton,4ton)ごとに示す。各車両に固有の積載方法A値，B値による荷姿パターンの閾値を求め，実際に輸送された資材の嵩密度を示すと，多くが資材重量で輸送形態が決まり，推定値で示す傾向と同様となる。加工度が高い仕上材や，製品工場での組立・加工を行った部品・製品は嵩密度の低いものが多く，Ｂ値の領域に含まれる。

3.4 建築資材の輸送形態のモデル化

表10に建築資材の輸送形態モデルの事例を示す。調査①～③による調査・分析に基づき，今回設定したシステム境界を踏まえ，建築資材の種類，輸送方法・形態（荷姿）から，原料・製品工場から施工現場までの輸送解体を資材ことにパターン化した。

輸送経路は，表３で示した内容に従い，原料サプライと製品サプライに分類し，原料サプライは，資材原料を現地から調達し，工場へ輸送する経路（M1），資材原料を工場から調達し，工場へ輸送する経路（M2）となり，製品サプライは，建築資材を工場から直接現場へ輸送する経路（P1），工場から途中倉庫へ仮置きしてから現場へ輸送する経路（P2）となる。

表８　資材の荷姿パターンの立則条件

	A(重量型)：

資材重量で積載限度決定
	B(容積型)：

資材容積で積載限度決定

	α≧β
	α＜β

	　α：梱包込み資材の見かけの嵩密度（t/m3）

　β：車両ごとに決まる積み荷（空間込み）の見かけの嵩密度（t/m3）
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例えば，鉄骨は，「原料（製鉄）を原料工場より搬入，製品工場（茨城）で加工し，施工現場へ直送」する経路をとるため，原料サプライ(M2)と製品サプライ(P1)の組み合わせが確定し，輸送経路パターンはM2→P1と表現され，おおよその輸送距離が特定される。また，荷姿は「A(重量型)」となるため，おおよその輸送重量を仮定することができ，最終的にトンキロ法に基づく各建設資材の輸送時の環境負荷量を算出する基礎的情報を整理することができる。
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     a)車載量(28ton)　                　b)車載量(15ton)
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 　　　 c)車載量(10ton)　　　　　　　  　d)車載量(4ton)
図３　モデル建物の各資材の嵩密度と加工度との関係


表９　モデル建物の各資材の嵩密度と荷姿の推定値

	加工度
	車載量

(ton)
	資材名
	α*1
(t/m3)
	β*2
(t/m3)
	荷姿

ﾊﾟﾀｰﾝ

	原料
	10
	コンクリート
	2.3
	2.2
	A

	材料


	28
	鉄筋
	0.5
	0.3
	A

	
	15
	ビニルクロス
	7.8
	0.4
	A

	
	
	ALC
	0.6
	0.7
	B

	
	10
	石
	1.6
	0.7
	A

	
	4
	塩ビシート
	1.6
	0.5
	A

	
	
	石膏ボード
	0.8
	0.3
	A

	
	
	型枠
	0.7
	0.3
	A

	
	
	アスファルト防水*3
	0.1
	0.3
	B

	製品
	15
	断熱ｻﾝﾄﾞｲｯﾁﾊﾟﾈﾙ
	0.4
	0.7
	B

	
	10
	OAフロア
	0.5
	0.3
	A

	
	4
	タイルカーペット
	1.0
	0.5
	A


	
	
	ガラス
	0.7
	0.3
	A

	
	
	システム天井
	0.3
	0.3
	A

	
	
	トイレブース
	－
	0.3
	B

	部材
	10
	鉄骨
	1.1
	0.5
	A

	
	4
	スチールドア（枠）
	0.2
	0.3
	B

	
	
	アルミCW
	0.2
	0.3
	B


備考)*1：梱包のみの見かけの嵩密度としてヒアリング結果を基に算出

*2：道路運送車両法14）を参照し，車両ごとに決まる積み荷の見かけの嵩密度を算出　*3：アスファルト防水材は，ルーフィング，アスファルト，断熱材があるが，断熱材の嵩密度により算定　
　表10　建築資材の輸送形態モデルの事例

	大分類
	中分類
	資材名
	原料Ｓ
	製品Ｓ
	輸送パターン
	荷姿

	躯体
	鉄筋

ｺﾝｸﾘｰﾄ
	コンクリート
	M2
	P1
	M2→P1
	A

	
	
	型枠
	M2
	P1・P2
	M2→P1・M2→P2
	A

	
	
	鉄筋
	M2
	P1
	M2→P1
	A

	
	鉄骨
	鉄骨本体
	M2
	P1
	M2→P1
	A

	
	
	耐火被覆
	M2
	P1
	M2→P1
	B

	仕上
	屋根
	アスファルト防水
	M2
	P1
	M2→P1
	B

	
	外壁
	ＡＬＣ板
	M1
	P1
	M1→P1
	B

	
	
	断熱サンドイッチパネル
	M2
	P1
	M2→P1
	B

	
	
	石
	M1・M2
	P1
	M1→P1・M2→P1
	B

	
	建具
	アルミカーテンウォール
	M2
	P1
	M2→P1
	B

	
	
	ガラス
	M1
	P1
	M1→P1
	A

	
	
	スチールドア
	M2
	P1
	M2→P1
	B

	
	床
	ＯＡフロア
	M1・M2
	P1・P2
	M1→P1・M1→P2
M2→P1・M2→P2
(ALL)
	A

	
	
	カーペットタイル
	M2
	P1・P2
	M2→P1・M2→P2
	A

	
	
	塩化ビニールシート
	M2
	P1・P2
	M2→P1・M2→P2
	A

	
	内壁

・

天井
	石膏ボード
	M1・M2
	P1
	M1→P1・M2→P1
	A

	
	
	ビニールクロス
	M1・M2
	P1
	M1→P1・M2→P1
	A

	
	
	システム天井
	M1
	P2
	M1→P2
	A

	
	什器
	トイレブース
	M2
	P1・P2
	M2→P1・M2→P2
	B


　本研究により提案したこの方法に基づき，建築生産プロセスを考慮した建築資材全体の輸送時環境負荷量の評価を行うことが可能と考えられる。また，建築資材全体の輸送の効率化や共同配送などを含めたモーダルシフト対策を具体的に提示し，国内全体の建築資材に関わる輸送時環境負荷量を削減するためには，鉄筋コンクリート造建築物や木造建築物などの構造種別を含めた場合の輸送形態モデルについても評価する必要がある。

４．まとめ

　本研究により，以下の知見が得られた。

1) 東京都に建設された一般的な鉄骨造建築物を対象に，建築生産プロセスにおけるシステム境界を設定した上で，現場に輸送された構造躯体・仕上材別の建築資材の種類を具体的に特定した。

2) モデル建物における各種建築資材について，ヒアリングと実態調査により，施工現場への輸送手段を明らかにするとともに，輸送経路，資材荷姿などによる輸送形態を具体化した。

3) モデル建物における各種建築資材の積み荷の属性を，資材荷姿の分析結果より，原料・材料・製品・部材の４レベルに区分し，それぞれの嵩密度の算定値と，車両積載限度との関係より，資材重量で積載限度が決まる「A(重量型)」と資材容積で積載限度が決まる「B(容積型)」に特定した。

4) モデル建物における各種建築資材の輸送形態について，原料が工場に輸送される経路（原料サプライ）と製品が現場に輸送される経路（製品サプライ）に区分した上で，各種建築資材における施工現場に到着するまでの輸送形態を，両者の組み合わせよりモデル化をした。

5) 鉄骨造の建築物を対象に，各種建築資材の輸送手段を特定した，輸送重量と輸送距離の概算値が整理され，トンキロ法に基づく輸送時の環境負荷量を算出するための基礎的情報が整理された。
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